
Ⅰ B8 研究開発中核人材の 育成 

～ MO0T.wGGl アンケート結果を 踏まえて～ 

0 福谷正信 ( 社会経済生産性本部 ) 

1 席 として 11 研究開発プロポー サ ルの作成と 

研究技術計画学会・ 技術経営 (MOT)  Ⅲ研究開発の 実施という 2 つフェーズに 

分科会内に組織された 作業部会 (WGl)  分散してきたことを 指摘できる。 

1) で実施した「革新的研究開発のため 一方、 「今後」の革新的な 新製品開発に 

0 目標創設 力や 構想提案 力 に関する調 おける重要な 機能を尋ねた 結果は、 「従 

査」 2) から、 研究開発中核人材の 育成 来」の機能と 比較し、 収叙 している。 

に関する分析の 結果を報告する。 

本稿は「研究・ 技術計画学会」の 企業 表 1 主要な革新的研究開発の 役割 

所属会員に対して 行ったアンケート 調査 従来 今後 

の 結果を踏まえ、 革新的研究開発を 担う 1 基本構想策定 

「研究開発中核人材」の 役割、 機能およ 1 情報収集・長期トレンド 7 7  6 0 

び 能力開発のあ り方を分析・ 討究した 結 2 事業・技術戦略策定 8 3 4 9 

果を取り纏めたものであ る。 UI 研究開発プロポーサルの 作成 

なお、 「研究開発中核人材」とは 研究開 3 ア イデア創出・ 収集 9 2  7 3 

発目標を創設し 構想を練り上げて、 研究 4 商品コンセプト 創設 9 5  8 1 

開発プロジェクトの 実現に対い ノー ダー 5 研究開発計画設定 9 1@ 4 0 

、 ンップ を取れる人材であ る。 6 提案喜作成 7 7@ 1 8 

7 提案書評価 5 0  1 1 

2 研究開発中核人材の 役割期待 Ⅲ研究開発の 実施 

アンケートでは、 「従来」革新的な 新製 8 内外の関係者への 提案 9 1 4 1 

品 開発や新技術開発を 担った中核人材が 9 研究開発資源の 調達 8 4  3 1 

果 たした機能は い かなる段階の 役割であ   0 チーム・メンバ 一編成 8 3  3 9 

っ たのか、 を尋ねた。 1@ 1@Pre-marketing 5 3  2 6 

その結果、 表 1 の「従来」側に 列挙し 1 2 発明や製品開発 9 2@ 4 8 

た 項目のうち、 「商品コンセプトの 創設」、 Ⅳ事業化 

「アイデアの 創出・収集」、 「発明や製品 1 3 生産 5 6  1 7 

開発」、 「研究開発計画設定」、 「内覚の関 1 4 販売 5 2  2 0 

係者への提案Ⅰ交渉」を 重要視していた。 * データは有効回答者の 中で 0 を 

革新的な新製品開発を 実現させた役割 付けた人の割合 ( 九 ) 
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それは研究開発プロポー サ ルの作成フ 

ェーズとくに「商品コンセプトの 創設」 

と「アイデアの 創出・収集」という 2 つ 

のステップを 依然として最重要視しよう 

としている。 これに対し、 研究開発の実 

施 フェーズ、 とくに「発明と 製品開発」 

や「内覚の関係者への 提案 / 交渉」という 

ステップの重要度は 低下した。 

本調査の結果、 今後の革新的研究開発に 

対する主要な 機能は、 第 1 に「商品コン 

セプト」を明確化し、 研究開発目標を 設 

定することであ る。 

第 2 の機能は「アイデア 創出や収集」 

であ り、 第 3 の機能は「情報収集・ 長期 

トレンド洞察」であ る。 

社会経済生産性本部 ( 旧日本生産性本 

部 ) 「研究開発技術者のキャリアと 能力開 

発」に関する 国際比較調査においても、 

今後の研究開発の 成功条件として「明確 

な 目標設定」をいずれの 調査国も最重要 

視している。 3) 

過去の主要機能は「研究開発プロポー 

サ ルの作成」と「研究開発の 実際」であ 

ったが、 今後の主要機能は 前者に集約さ 

ね 、 とくに「商品コンセプトの 創設」や 

「アイデアの 創出」に代表される 構想提 

案 力 に収叙することが 明らかになった。 

3 研究開発中核人材 像 

3. 1 構想立案者としての 人材 

次に構想立案者として 研究開発中核人材 

にはいかなる 機能を最も期待するのか、 

を尋ねたところ、 表 2 に示すよ う に「 研 

究 開発目標 ( 商品コンセプト ) 創設」が 

導き出された。 これからの研究開発中核 

人材は商品コンセプトを 創設する構想 立 

表 2  構想立案者の 機能 

1 情報収集、 長期トレンド 3 

2 事業・技術戦略策定 1  8 

3 アイデア創出・ 収集 1  6 

4 商品コンンセプト 創設 3  9 

5 研究開発計画の 設定 4 

6 提案喜作成   

7 提案書評価 0 

8 無 回答 1  9 

* データは有効回答者の 中で 

0 印を付けた人の 割合 (%) 

実者すな む ちコンプト，クリ エ イターが 

担 う ことを示唆している。 

構想立案者とは 比較優位の相対化競争 

ではなく、 新奇・独自の 差異化競争を 主 

導する人材であ る。 

さらに、 研究開発中核人材をより 鮮明に 

クローズアップするために、 その資格を 

特定化しているかを 尋ねたが、 特筆すべ 

き 呼称はなく、 暖味 な表現に留まった。 

因みに、 米国ハーバード 大学 MGm 癌 

センタ一では「プリンスパル・インベス 

ティバ ー ター (P 「 i n c 土 pa 上 土 

nve s 毛上 gat or) 」という、 特別 

な呼称を使用し、 研究開発プロジェクト 

の代表者を際立てている。 4) 

革新的な研究開発を 推進する中核人材 

には、 未踏分野ゆえの 不確実性の克服、 

推進結果責任の 重大性を内包している。 

そのためにも、 プロジェクトの 成功報酬 

の必然性が期待されるとともに、 その職 

位を象徴する 名称が明示される、 社会的 

に承認される 権 威といったインセンティ 

プ 施策も検討すべきであ ろう。 

なお、 本調査によると、 最もふさわし 

い研究開発中核人材の 名称として、 第 1 
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に コンセプト・クリエーターと 研究開発 

統括、 第 3 に研究プロモーターが 選択さ 

れた。 

3. 2  構想立案者の 資質 

本調査結果によると、 未知の分野を 開拓 

するといった 革新的な研究開発テーマの 

創出には、 表 3 に示すように、 個人の思 

い込みや情熱にもとづく 個性が期待され 

るとともに、 そのリーダ一の 統率 力 が商 

品化のスピードを 上げることも 指摘する 

ことができる。 また、 特定個人の結果責 

任も明確になりやすく、 当事者の責任感 

も強まることも 指摘されたっ 

表 3 研究開発中核人材の 必要理由 

個人の思い入れと 情熱 8  0 

革新的テーマと 製品化との媒介 42 

商品化スピードアップ 6 4 

合議制によるテーマ 決定 1  8 

特定個人への 権 限集中 Ⅰ 5 

結果責任の明確化 4 5 

その他 3 

* データは有効回答者の 中で 

0 印を付けた人の 割合 (%) 

反対に特定プロジェクト 関係者の合議制 

によるのテーマ 設定・選択は 陳腐化され 

やすく、 特徴も希薄となることを 意味す 

る。 従来、 日本型経営の 特徴といわれる 

集団合議制による 意思決定は、 より革新 

的な研究開発活動には 適合しにくいこと 

を示唆したといえよう。 

特定個人に権 限を集中することは、 反面、 

その中核人材の 独善に依存することを 覚 

悟 しなくてはならない。 個性の尊重と 集 

団の納得性を 統合する経営者のリーダー 

、 ンップと 厳密な評価システムの 構築と運 

用が求められる。 

4 研究開発中核人材の 育成 

4. 1 育成の必要性 

本調査によると、 構想立案者として「研 

究開発中核人材」の 必要性は非常に 強く、 

その育成を心掛けているところも 4 0% 

に 達している。 

以下は研究開発中核人材の 育成方法につ 

いて論述する。 

4. 2 先行調査研究 

この主題における 先行調査研究を 概観し 

てみよう。 慶応義塾大学産業研究所調査 

では、 研究者の能力開発のもっとも 有効 

な方法は上司の 指導・ 0JT (0n the job 

traini ㎎ ) であ り、 第 2 位は責任の重い 

仕事の経験であ り、 第 3 位は自己啓発で 

あ る。 それに続く項目は 学会への出席、 

新プロジェクトの 推進などであ る。 反対 

に必ずしも有効ではないと 評価された 育 

成 方法として関係会社への 派遣や事業部 

門への異動を 挙げている。 5) 

次に社会経済生産性本部 ( 旧日本生産 

性本部 ) 生産性研究所調査では、 研究開 

発技術者の能力開発の 有効な方法として、 

第 1 位は OJT 、 第 2 は多様な研究テー 

マの経験、 第 3 は自己啓発であ り、 その 

次には高度研究テーマの 経験、 学会・社 

外研究会への 出席などを指摘している。 

6) 

これらの調査の 回答者層は、 前者が中央 

研究所、 後者が中央研究所と 開発研究所 

の研究者、 技術者であ る。 研究者あ るい 

は技術者といった 名称は業種や 企業によ 

一 Ⅰ 06 一 



って異なり、 統一した概念はなく、 結果 

として厳密な 区分はしていない。 なお、 

今回の革新的研究開発を 担う人材は慶応 

義塾大学の調査対象者に 類似している。 

4. 3 有効な育成方法 

本調査において、 表 4 に示すように、 現 

時点でもっとも 有力な育成方法は、 第 上 

に素質あ る人材を早期に 計画的に行う 機 

会をつくることであ る。 第 2 は若い時期 

から研究開発部門を 始め、 企画やマーケ 

ティンバ部門等のローテーションを 行い、 

多面的な発想を 酒養する機会を 与えるこ 

とであ る。 第 3 は若手研究者を 、 優れた 

研究開発中核人材のいる 社内外の研究機 

関へ 派遣し、 ノウハウを習得させること 

であ る。 その他には、 「研究マネージャー 

へ 登用の資格要件」とすることも 有効な 

方法と指摘している。 

一方、 評価の低い育成項目は、 「国内覚 

の大学への留学・ 学位取得」やハイリス 

クな革新技術・ 商品テーマに 専念する「 独 

表 4 有効な育成方法 

早期計画的育成 7 5 

社内外の研究機関への 派遣 4 5 

国内外への留学 1  5 

ローテーション 6 8 

高度テーマの 担当 2  9 

独立組織での 人材育成 2  2 

新しい人事制度 2  7 

共同研究 2 5 

マネージャー 登用 3  5 

その他 5 

率データは有効回答者の 中で 

0 印を付けた人の 割合 (%) 

上組織の設置」であ る。 

その中間には 国内外の研究機関との「共 

同研究への参画」、 「ハイリスク・ハイリ 

ターンを奨励する 人事評価制度の 導入」、 

「より高度で 困難なテーマ」を 徐々に 担 

生 させるといった 項目が位置づけられて 

いる。 

以上のように、 各機関の調査結果による 

と、 調査回答者層も 若干相違することも 

あ り、 能力開発方法の 有効性に対する 評 

価は異なる。 また、 それそれの設問の 選 

択肢も若干異なるので 厳密な比較は 困難 

ではあ るが、 一定の傾向を 推測すること 

ができる。 その基本は早期に 計画的な 育 

戒 機会を充実させることであ る。 具体的 

には社内ローテーションと 社内外の研究 

機関への派遣であ る。 

因みに、 社会経済生産性本部国際比較調 

査によると、 研究開発技術者のローテー 

、 ンコ ン経験の実績について 4 カ国 ( 英国、 

ドイツ、 米国、 日本 ) を比較すると、 日 

本企業の異動実績が 最も少なく、 研究開 

発部門に長く 所属する傾向が 強い。 欧米 

3 カ国の企業の 方が他分野への 異動頻度 

が 多い。 7) 

日本企業も革新的な 研究開発を実現する 

ためには、 人材の内覚における 流動化が 

重要であ ることに変わりない。 

5 人材育成上の 課題 

今回のアンケート 調査の自由記述欄から 

中核人材の育成上の 課題として、 以下の 

点が指摘された。 第 1 は組織風土の 問題 

であ る。 職場において 個性が強く、 どち 

らかというと、 異端と見られる 人材は、 

たとえ研究開発という 職場においても 受 
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容 されにくい。 いわゆる出る 杭は打たれ 

るといった職場風土が 怒 怠 されているこ 

とであ る。 

第 2 は中核人材の 育成指導を担うリー 

ダ一の不在であ る。 とくに過去の 成功者 

が 後輩の範とはなりにくいわけであ る。 

未来を託すリーダ 一の指導 牲 に対する限 

界意識は強い。 

第 3 は評価の困難性の 間 額 であ る。 研 

究開発期間が 長く、 その成果が顕在化す 

るまでに時間がかかる。 開発途上におけ 

る人材評価が 難しく、 逸材の発掘を 見逃 

す想俳であ る。 

第 4 は内外の研究機関への 武者修行を 

励行することが、 1 つめ 有効な人材開発 

の方法であ るとしても、 財政上の余裕が 

なく、 その機会が持てないことも 指摘さ 

れている。 

6 々 ¥ ま き 

研究開発中核人材に 期待される役割は、 

アイデアの創出や 商品コンセプトの 創設 

といった構想 力 0 発揮であ る。 その人材 

を育成する有効な 方法は、 第 1 に素質 あ 

る 若年者の早期からの 計画的な育成であ 

り、 第 2 に研究開発部門以外の 企画やマ 

ーケティンバ 部門などへのローテーショ 

ンであ り、 第 3 に社内外の研究開発中核 

人材への弟子入りであ る。 

一般的にも、 芸術家や専門家の 成長過 

程を「 守 ・ 破 ・ 離 」の段階を楡に 解釈す 

ることがあ る。 革新的研究開発を 担 う 中 

核人材も、 OJT を通じて早期にかっ 計 

面的に育成する「 守 」から出発し、 商品 

コンセプトの 明確化、 アイデアの創出や 

収集といった「 破 」の機会を体験させる 

とともに、 個別組織を超えた 交流、 共同 

研究といった「 珪 」の段階を仕組む、 と 

いうように成熟段階に 応じた異なる 方法 

が 有効であ ることを導き 出すことができ 

る。 
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